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１．改正の概要

• 平成27年4月1日以後に開始する事業年度について、法人税の税率を23.9％（現行25.5％）に引き下げます。

• 中小法人の軽減税率の特例（19％→15％）等の適用期限を2年延長（平成29年3月31日までに開始する事業年度）します。

【法人税の税率】

【法人実効税率（※2）】（標準税率ベース）

（※1） 中小法人とは、期末資本金の額が1億円以下の法人（資本金の額が5億円以上の法人の完全子法人等を除く）をいいます。
（※2） 法人実効税率は、住民税の均等割、事業税の資本割及び付加価値割を含めずに計算しています。
（※3） 住民税、事業税の標準税率を適用し、事業税の軽減税率適用法人として計算しています。
（※4） 住民税、事業税の標準税率を適用し、事業税の軽減税率不適用法人として計算しています。
（※5） 法人事業税及び地方法人特別税は、改正案の税率により、計算しています。

改正前
（平成27年度）

改正案
（平成27年度）

中小法人(※1)、一般社団法人等
及び人格のない社団等

年800万円以下の金額 19％ 15％

年800万円超の金額 25.5％ 23.9％

中小法人以外の普通法人 25.5％ 23.9％

一般社団法人等以外の公益法人等、
協同組合等及び特定の医療法人

（一定の法人を除く）

年800万円以下の金額
19％

15％

年800万円超の金額 19％

改正前
（平成27年度）

改正案
（平成27年度）

中小法人(※1、3)

年400万円以下の金額 25.90％ 21.42％

年400万円超 年800万円以下の金額 27.58％ 23.20％

年800万円超の金額 36.05％ 34.33％

中小法人以外の普通法人（※4） 34.62％ 32.11％（※5）
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<改正案>
2年間延長

(注)

２．実務上の留意点

３．今後の注目点

• 平成28年税制改正以後の段階的な法人実効税率の20％台まで引下げと代替財源の確保（生産性向上設備投資促進税制の検討、

大法人向けの外形標準課税の更なる拡大、 減価償却方法の見直し 等）。

• 中小法人、公益法人等、協同組合等の軽減税率の特例（19％等）の見直し。

• 財産評価基本通達における非上場会社株式の評価の際の、純資産価額方式の計算上控除される含み益相当額に係る

法人税額等相当額の税率（現行40％）の引下げ。

• 法人実効税率の引下げに伴い、既に計上されている繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の一部取崩しが必要になる。

H24
年度

H25
年度

H26
年度

H27
年度

H28
年度

H29
年度

税率

30％

28.05％

25.5％

復興特別法人税

1.95％
引下げ

2.55％
引下げ

H23
年度

【法人税等の税率の推移】

H24
年度

H25
年度

H26
年度

H27
年度

H28
年度

H29
年度

税率

18％

16.5％

15％

1.5％
引下げ

1.5％
引下げ

H23
年度

【中小法人等の軽減税率の推移】
※中小法人以外の普通法人に対する税率、中小法人、一般社団法人等及び人格のない

社団等のうち年間所得800万円超の金額に対する税率
※中小法人、一般社団法人等及び人格のない社団等のうち年間所得800万円以下

の金額に対する税率

19％

（※）平成29年4月1日以後は本則税率19％になります。
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23.9％

<改正案>

1.6％
引下げ

復興特別法人税
(注)平成27年4月1日以後
開始事業年度

(注)平成29年3月31日まで
に開始する事業年度まで
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